
 
 

 

 

 

平成１９年５月２５日 

 

平成１８年「通信利用動向調査」の結果 

 

 

総務省では、この度、平成１８年末時点の世帯、企業及び事業所における情報通信サービス

の利用状況、情報通信機器の保有状況等について調査した「通信利用動向調査」の結果を取り

まとめました。 

今回の調査結果のポイントは下記のとおりであり、また、概要は別添のとおりです。 

 

【調査結果のポイント】 

 

○ 個人のインターネット利用における光回線利用者が増大。 

ブロードバンド回線利用者における光回線の利用率が１４．８％から２７．２％へと倍増。ま

た、個人のインターネット利用端末については、パソコンの利用者数が前年末から１，４５４万

人増加（２２．０％増）して推計８，０５５万人に到達。また、インターネット利用者（推計８,

７５４万人）の７割（６９．７％。推計６,０９９万人）がパソコンと携帯電話・ＰＨＳ等の移

動端末を併用。 

加入者系光ファイバ網の普及に伴い、コンテンツもテキストや静止画から音声や動画へと大容

量化が進み、移動端末のみでの利用だけではこのような容量の大きなコンテンツを利用したサー

ビスを満足に享受することができない利用者が増加し、パソコンを併用することによって、利用

するサービスごとにパソコンと移動端末とを使い分ける傾向の高まったことが背景にあるもの

と考えられる。[２(1)（p8）、１(3)(p2)] 

 

＜新規項目＞ 

○ ビジネスにおける消費者発信型メディアの利用が顕在化。インターネット広告は大企業で

は約半数が実施しており、種類では「検索連動型」が最多。 

ビジネスブログやＳＮＳを開設している企業は全体で４．４％と、既に２０社に１社近くが開

設しており、「Ｗｅｂ２．０」の特色である「利用者参加」が可能な消費者発信型メディアを企

業活動に利用する動きが顕在化。従業者規模が「２０００人以上」の企業では９．９％と、１０

社に１社が開設。 

また、インターネットを利用した広告は、全体で２７．９％と約３割の企業が実施。また、従

業者規模が大きいほど実施割合が高く「２０００人以上」の企業では４７．３％と約半数が実施。

実施した広告の種類では、個々の消費者のニーズにターゲットを絞ることのできる「検索連動型」

が４２．０％と最も多く、次いで「電子メール（メールマガジンも含む）」（３９．２％）、「専門

ポータルサイト（２０．０％）」の順。［６(1)(p24)、６(2)(p24、25)］ 

 



＜新規項目＞ 

○ 消費購買行動におけるインターネットの利用が進展。３０～４０代では過半数がインター

ネットによる商品・サービスの購入経験あり。 

インターネット利用者のうち、インターネットにより商品を購入したことのある人の割合は全

体で４１．４％と、前年に比べ５．２ポイントの増加。世代別では３０代～４０代で購入率が５

割超。インターネットで商品を購入する理由は、「店舗の営業時間を気にせず買い物できるから」

が５１．４％で最も高率。次いで「一般の商店ではあまり扱われない商品でも購入できるから」

が４４．２％と、「Ｗｅｂ２．０」における「ロングテール現象」を裏付ける結果。[１(7)(p6)、

１(8)(p6)] 

 

＜新規項目＞ 

○ 電子マネーの利用が進展。全体で約１割が所有し、２０～４０代で保有率高。 

電子マネー保有率は、全体で１０．７％と約1割の者が保有。世代別では３０代が１９．０％

と最も多く、次いで４０代（１４．９％）、２０代（１３．９％）の順。保有している電子マネ

ーの形態は「ＩＣカード型」が７．６％と最も多く、次いで「携帯電話型」（３．６％）、「ネッ

トワーク型」（０．７％）の順。都市規模別に見ると、「ＩＣカード型」は「携帯電話型」に比べ

保有率の差が顕著。［３(7)(p15)］ 

 

 
【調査概要】 

通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）、企業及び事業所を対象とし、統計報告調整法に基づ

く承認統計として平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し、平成６年を除き毎年実

施。世帯構成員調査は、平成１３年から実施）。 

 世帯調査 企業調査 事業所調査 

調査時期 平成１９年２月 

対象地域 全 国 全 国 全 国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20歳以上（平成19年４月１日

現在）の世帯主がいる世帯及び

その構成員 

常用雇用者規模100人以上の 

企業（農業、林業、漁業、鉱業、

通信業及び公務を除く。） 

常用雇用者規模５人以上の 

事業所（通信業を除く。） 

サンプル数 7,488世帯 3,000企業 5,500事業所 

有効回答数（率） 
4,999世帯（14,642人） 

（66.6％） 

1,836企業 

（61.2％） 

3,692事業所 

（67.1％） 

調査事項 情報通信サービスの利用状況、情報通信機器の保有状況等 

対象の 

選定方法 

無作為抽出 

（都市規模を層化基準とした 

層化二段抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常用雇用者数を 

層化基準とした系統抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常用雇用者数を 

層化基準とした系統抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 連絡先：情報通信政策局総合政策課情報通信経済室 

 （ 担 当 ： 鈴 木 課 長 補 佐 、 水 田 係 長 ） 

 電 話：（直通）０３－５２５３－５７４４ 

 （ＦＡＸ）０３－５２５３－５７２１ 



  

別  添 
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（１） インターネット利用率 （個人、企業及び事業所） 

インターネットの個人利用率は７５．７％となり、若干上昇した。企業利用率は９８．８％、事業

所利用率は８５．６％と、ほぼ横ばいの状態が継続。 

個人、企業及び事業所におけるインターネット利用率 

 

 

 

 

 

 
 

（２） インターネット利用者数及び人口普及率 （世帯構成員） 

 過去 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で８，７５４万人に達し、前年に比べ

２２５万人増（２．６％増）と、引き続き増加。それに伴い、人口普及率も６８．５％となり、１．７ポイ

ント増加。 

インターネット利用者数及び人口普及率の推移（世帯構成員） 

 

 

 

 

 

 

 
（注）①インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、過去１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調

査の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるもの

を含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆ

るものを含む。 

   ②人口普及率（推計）は、本調査で推計したインターネット利用人口8,754万人を、平成18年10月の全人口推計値1億2,780万人（国

立社会保障・人口問題研究所『我が国の将来人口推計（中位推計）』で除したもの。 

   ③平成９～12年末までの数値は「通信白書」から抜粋。平成13～18年末の数値は、通信利用動向調査における推計値 

   ④調査対象年齢については、平成11年調査まで15～69歳であったが、その後の高齢者及び小中学生の利用増加を踏まえ、平成12年度

調査は15～79歳、平成13年調査以降は６歳以上に拡大したため、これらの調査結果相互間では厳密な比較はできない。 

１ インターネットの利用状況 

98.899.198.398.298.497.6

68.0

79.1
85.7

81.8 85.682.6

75.7
74.9

69.467.8
62.0

46.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 平成17年末 平成18年末

（％）

企業（３００人以上）

事業所（５人以上）

個人

8,7548,529

7,9487,730

6,942

5,593

4,708

1,155
1,694

2,706

66.8
62.360.6

54.5

44.0

37.1

21.4

13.4
9.2

68.5

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成9年末 10年末 11年末 12年末 13年末 14年末 15年末 16年末 17年末 18年末

万人

0

10

20

30

40

50

60

70

80

％

利用者数 人口普及率



  2

 

（３） インターネット利用端末の種類 （世帯構成員） 

個人のインターネット利用端末については、パソコンでの利用が前年から１，４５４万人増加

（２２．０％増）して推計８，０５５万人に達したのに対し、携帯電話等の移動端末利用者は推計

７，０８６万人（２．４％増）と微増。 

また、パソコンと移動端末を併用する利用者が１，２３７万人増加（２５．４％増）し６，０９９万人

（６９．７％）となる一方、移動端末のみで利用する人は１，２３３万人減少。 

 

インターネット利用端末の種類（世帯構成員） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）平成１７年通信利用動向調査におけるインターネット利用端末の種類（世帯構成員） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パソコンからのみ

１，５８５万人【１８．６％】

パソコン、携帯電話・ＰＨＳ

及び携帯情報端末併用

４，８６２万人【５７．０％】

パソコンからの利用者

６，６０１万人【７７．４％】

携帯電話・ＰＨＳ及び携帯

情報端末からの利用者

６，９２３万人【８１．２％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

１６３万人【１．９％】携帯電話・ＰＨＳ

　　及び携帯情報端末

　　　　　からのみ　１，９２１万人【２２．５％】
ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

１万人【０．０％】

１３３万人

【１．６％】

２０万人

【０．２％】

７万人

【０．１％】

パソコンからのみ

１，６２７万人【１８．６％】

パソコン、携帯電話・ＰＨＳ

及び携帯情報端末併用

６，０９９万人【６９．７％】

パソコンからの利用者

８，０５５万人【９２．０％】

携帯電話・ＰＨＳ及び携帯

情報端末からの利用者

７，０８６万人【８０．９％】
ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

３３６万人【３．８％】

携帯電話・ＰＨＳ及び

携帯情報端末からのみ

６８８万人【７．９％】

ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

３万人【０．０％】

２９２万人

【３．３％】

３６万人

【０．４％】

６万人

【０．１％】
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（４） 属性別のインターネット利用率 （世帯構成員） 

世代間のインターネット利用率の差は、６０歳以上の世代で利用率が伸びたため、前年よりも

縮小したものの、世代間での利用率の差は依然として大。 

属性別のインターネット利用率（世帯構成員） 

① 世代別 

 

 

 

 

 

② 男女別                        ③ 都市規模別 

                                

 

 

  

④ 所属世帯年収別 

 

 

 

 

 

⑤ 男女・世代別 （平成１８年末） 

 

 

 

 

59.7

32.3

16.0

74.9
65.9

93.9 95.0 92.8 90.6

75.3

55.2

42.0

19.3

7.2

48.0

75.7
67.9

93.0 94.4

75.2

89.392.5

0

20

40

60

80

100

６歳以上
全体

６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上
（％）

平成１７年末 平成１８年末

79.8
70.3

80.4
71.2

0

20

40

60

80

100

男性 女性（％ ）

平成１７年末 平成１８年末

74.1

63.4

79.3
73.5

68.4

81.3

0

20

40

60

80

100

特別区・政令指定都市・
県庁所在地

その他の都市 町村
（％）

平成１７年末 平成１８年末

52.9

65.8
74.5

78.3
83.9 83.5 83.4 86.4

63.4 64.0

74.9 76.7 78.7 80.3
85.1

81.4

0

20

40

60

80

100

200万円未満 200～
400万円未満

400～
600万円未満

600～
800万円未満

800～
1,000万円未満

1,000～
1,500万円未満

1,500～
2,000万円未満

2,000万円以上
（％）

平成１７年末 平成１８年末

80.4

67.6

92.2 95.0 93.7

91.4
80.5

70.7

61.9

38.3

20.9

71.2
68.2

93.9 93.9 91.3

87.2

69.8

49.3

35.4
27.8

13.4

0

20

40

60

80

100

６歳以上全体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上
（％）

男性 女性
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（５） インターネットの利用頻度 （世帯構成員） 

インターネット利用者（世帯構成員）のうち「毎日少なくとも１回は利用」する者の割合を世代別

に見ると、「１３～１９歳」及び２０代では携帯電話での利用頻度が他の世代よりも高く、パソコン

を上回っているのに対し、３０代以上の世代ではパソコンからの利用頻度が携帯電話を上回っ

ており、世代によるネット利用スタイルの違いが顕著。 また、「６歳～１２歳」では、パソコン、携

帯電話とも１０～２０％程度と、毎日利用する者は少数。 

インターネットの利用頻度（世帯構成員） 

① 携帯電話 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
② パソコン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（注）各グラフとも無回答者を除いて集計。四捨五入のため各年齢の合計は１００％にならない。

46.8

21.7

60.0

59.8

40.2

42.6

43.1

45.5

25.3

24.6

24.0

24.0

28.1

25.0

22.9

26.7

28.4

14.3

18.8

10.2

10.5

16.8

15.7

15.0

11.4

21.6

13.6

34.8

5.8

5.7

14.8

16.7

19.1

16.3

21.228.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

６～１２歳

１３～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６４歳

６５歳以上

毎日少なくとも1回は利用 週に少なくとも1回は利用 月に少なくとも１回は利用 それ以下

46.8

15.5

40.1

52.9

51.7

52.2

45.8

47.4

31.3

38.2

38.9

32.3

29.6

27.4

29.9

31.0

27.3

13.8

28.8

15.2

10.0

13.0

12.5

13.1

12.8

15.5

8.2

17.6

5.8

4.8

5.6

8.0

11.2

9.1

15.841.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

６～１２歳

１３～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６４歳

６５歳以上

毎日少なくとも1回は利用 週に少なくとも1回は利用 月に少なくとも１回は利用 それ以下
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（６） インターネットの利用目的 （世帯構成員） 

インターネットの利用目的については、携帯電話では「連絡・情報交換」が５９．５％と突出して

高く、次に「情報入手」（２８．０％）、「デジタルコンテンツの入手・聴取」（２１．４％）の順。一方、

パソコンでは「情報入手」（６７．５％）が最も高く、次いで「連絡・情報交換」（５５．０％）、「商品・サ

ービスの購入・取引」（４１．４％）、「デジタルコンテンツの入手・聴取」（１７．２％）の順。 

 携帯電話がパソコンを上回っているのは「連絡・情報交換」及び「デジタルコンテンツの入

手・聴取」のみ。 

今回の調査で新たに項目に加えた「情報発信」はパソコンが１０．６％、携帯電話が３．３％。

「コミュニティへの参加」はパソコンが５．６％、携帯電話が１．９％。 

インターネットの利用目的（世帯構成員）(複数回答) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

59.5

28.0

21.4

12.2

6.3

3.3

2.8

2.4

1.9

1.6

0.4

0.2

0.1

1.8

26.2

67.5

41.4

12.9

10.6

8.1

10.7

5.6

8.1

4.8

1.0

2.2

3.2

14.0

17.2

55.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

連絡・情報交換（メール受発信、
電子掲示板の閲覧・書込み等）

　　　　　　　　情報入手（電子掲示板以外の
ホームページ閲覧、メールマガジン受信等）

デジタルコンテンツ（音楽・音声、映像、
　　　　　ゲームソフト等）の入手・聴取

商品・サービスの購入・取引（デジタル
コンテンツの購入及び金融取引を除く）

クイズ・懸賞応募、アンケート回答

情報発信（ホームページ・ブログ開設、
　　　　　　　　　メールマガジン発行等）

オンラインゲーム(ネットゲーム)
　　　　　　　　　　　　　への参加

金融取引（ネットバンキング・ネットトレード等）

コミュニティへの参加（ＳＮＳへの加入等）

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

　　　電子政府・電子自治体の利用
（電子申請、電子申告、電子届出）

在宅勤務（テレワーク、ＳＯＨＯ）

通信教育の受講（e-ラーニング）

その他

無回答

（％）

携帯電話(n=7839）

パソコン（ｎ＝8878）
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（７） インターネットによる商品・サービスの購入状況 （世帯構成員） 

インターネット利用者のうち、インターネットにより商品等を購入したことのある人の割合は全

体で４１．４％と、前年に比べ５．２ポイントの増加。世代別では３０代～４０代で購入率が５割

超。 

インターネットによる商品・サービスの購入状況（世帯構成員） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８） インターネットで商品を購入する理由 （世帯構成員） 

インターネットで商品を購入する理由は、「店舗の営業時間を気にせず買い物できるから」

が５１．４％で最も高率。次いで「一般の商店ではあまり扱われない商品でも購入できるから」

が４４．２％と、「Ｗｅｂ２．０」における「ロングテール現象」を裏付ける結果。 

また、「様々な商品を比較しやすいから」が４０．１％、「価格を比較できるから」が３７．８％

と、情報収集の容易さもインターネットによる商品購入の理由としてウェイト大。 

インターネットで商品を購入する理由（世帯構成員）（複数回答） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             ※調査対象は15歳以上

41.4

58.5

50.7

36.3

29.2 29.1

36.2

4.8

25.8

43.8
48.3

43.6

32.0

25.7

19.2 18.7
14.5

21.2

49.1

28.4

2.8
6.9

0

10

20

30

40

50

60

70

全体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上（％）

平成１７年 平成１８年

51.4

44.2

43.3

40.1

37.8

10.0

9.6

9.1

7.3

0 10 20 30 40 50 60

店舗の営業時間を気にせず
　　　　　　買い物できるから

一般の商店ではあまり扱われない
　　　　　　商品でも購入できるから

店舗までの移動時間・交通費
　　　　　　　がかからないから

様々な商品を比較しやすいから

価格を比較できるから

様々な決済手段に対応しているから

購入者の商品の評価が分かるから

店員対応がなく、煩わしくないから

その他

（％）
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（９） 電子商取引の実施状況 （企業） 

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は４５．７％

（１４．８ポイント増）と着実に増加。 特に「１００～２９９人」の企業及び「１０００～１９９９人」の

企業がそれぞれ１７．６ポイント増、１５．９ポイント増と大きく増加。 

なお、「２０００人以上」の企業では６７．８％と７割近くの企業が実施。 

電子商取引の実施状況（企業）（従業者規模別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０） ホームページの開設率 （企業） 

全体では８７．２％、「１００～２９９人」の比較的小規模の企業でも８４．４％の企業がホーム

ページを開設しており、企業の情報発信手段として広く普及。 

ホームページの開設率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.9

27.0

38.5 38.2
40.0

60.7

45.7 44.6
41.8

47.4

55.9

67.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全体 100～299人 300～499人 500～999人 1000～1999人 2000人以上計

（％）

平成17年末 平成18年末

98.2

84.4
92.1

99.1

87.7
83.1

85.6

95.1

87.2

97.697.6

91.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 100～299人 300～499人 500～999人 1000～1999人 2000人以上計

（％）

平成17年末 平成18年末
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（１） 自宅パソコンのインターネット接続回線の種類 （世帯） 

ブロードバンド回線の割合は ６７．９％と、３分の２を越えたが、前年からの伸びは僅少

（２．９ポイント増）。光回線の利用率が１４．８％から２７．２％と倍増に近い伸びを示す一方、Ｄ

ＳＬ回線とケーブルテレビ回線の利用率は減少。ブロードバンド回線の中でも光回線への移行

が進展。 

自宅パソコンのインターネット接続回線の種類（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（注）①集計対象は「自宅」の「パソコン」からのインターネット利用世帯 

   ②「ブロードバンド回線」は、ＤＳＬ回線、ケーブルテレビ回線、光回線、第三世代携帯電話回線（パソコンに接続して使う場合のみ）及び固定無線回線 

   ③「ナローバンド回線」には、上記以外に携帯電話回線、ＰＨＳ回線等がある 
 
 

（２） ブロードバンド回線利用者数 （世帯構成員） 

ブロードバンド回線の利用者数は推計５，６８７万人に達し、前年から１,１０５万人増加

（２４．１％増）と、大幅に増加。インターネット利用者に占める割合は６５．０％となり、前年

から１１．３ポイント増加。 

 

ブロードバンド回線及びナローバンド回線の利用者数（推計）の推移（世帯構成員） 

 

 

 

２ ブロードバンドの普及状況 

65.0

34.2

16.1

1.3

0.5

19.2

16.4

67.9

27.2

1.8

1.7

18.6

17.5

14.8

27.7

12.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ブロードバンド回線

DSL回線

光回線

ケーブルテレビ回線

第３世代携帯電話回線

固定無線回線

ISDN回線

電話回線（ダイヤルアップ）

（%）

平成１７年末

平成１８年末

2,655万人
4,117万人 4,582万人

5,687万人

5,072万人
5,075万人

3,832万人

6,942万人
7,730万人 7,948万人

8,529万人

1,870万人

3,067万人

3,948万人

8,754万人

51.8%

26.9%

34.3%

65.0%

53.7%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

Ｈ１４年 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８(万人)
0%

20%

40%

60%

80%

100%

ブロードバンド利用人口 ナローバンド利用人口 計 インターネット利用者に占める
ブロードバンドの割合



  9

 
 

（３） インターネット接続回線の種類 （企業） 

インターネット利用企業のうち「ブロードバンド回線」の割合は７３．６％と７割を超え、前年と比

べ５．５ポイントの増加。また、「光回線」が６１．１％と１０．９ポイント増加したが、「ＤＳＬ回線」は

２４．２％と５ポイントの減少。全体として、「電話回線」・「ＩＳＤＮ回線」・「専用線」が微減する中

で、「光回線」の増加によりブロードバンド化が進展。 

インターネット接続回線の種類（企業)（複数回答） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４） インターネット接続回線の種類 （事業所） 

インターネット利用事業者のうち「ブロードバンド回線」利用は５９．７％で、前年と比べ４．５ポ

イントの増加。 また、「光回線」が３４．９％と７．９ポイント増加したが、「ＤＳＬ回線」は３ポイント

の減少。全体として、企業と同様な傾向。 

インターネット接続回線の種類（事業所）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.5

17.1

4.4

61.1

73.6

3.1

9.6

16.1

0.0

3.7

29.2

50.2

68.1

12.9

1.6

24.2

0.1

8.8

6.2
8.9

15.7

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

無回答

その他

ISDN回線（非常時接続）

電話回線（ダイヤルアップ）

専用線

ISDN回線（常時接続）

固定無線回線

ケーブルテレビ回線

DSL回線

光回線

ブロードバンド回線

（％）

平成17年末

平成18年末

3.3

5.5

0.0

3.7

34.9

3.3

8.2

10.5

18.7

0.2

3.9

24.1

27.0

55.2

7.2

17.5

21.1

59.7

0 10 20 30 40 50 60 70

ISDN回線（非常時接続）

専用線

電話回線（ダイヤルアップ）

ISDN回線（常時接続）

固定無線回線

ケーブルテレビ回線

DSL回線

光回線

ブロードバンド回線

（％）

平成17年末

平成18年末

※ブロードバンド回線は光回線、DSL回線、ケーブルテレビ回線、固
定無線回線の合計値
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（１） 携帯電話及びパソコンの利用率 （世帯構成員） 

全体では、携帯電話利用率（７０．８％）がパソコン利用率（５５．６％）を１５．２ポイント上回っ

ているが、世代別に見ると「６～１２歳」のみ約３０ポイントの大差でパソコン利用率が上位。 

携帯電話利用率は、２０代～４０代では９割を超えており、６０代後半でも約５割の高い利用

率。一方、パソコン利用率は、２０代～４０代では７割を超えるが、５０代で５４．２％、 ６０代後半

では２５．４％に落ち込んでおり、操作に相応の知識が必要なパソコンは、携帯電話以上に世代

別デジタル・ディバイドが存在。 

男女別、都市規模別及び所属世帯年収別でも、携帯電話よりもパソコンの方が利用率の差が

顕著。所属世帯年収別では、年収が上がるに連れて携帯電話との差が縮小傾向。 

携帯電話及びパソコンの利用率（世帯構成員） 

① 世代別 

 

 

 

 

② 男女別               ③ 都市規模別 

                      
 
 
 
 
 
 
④ 所属世帯年収別 

 

 

 

 

 

３ 情報通信機器の利用状況 

70.8
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78.4
95.4 93.1 90.8

82.3

67.0
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29.0
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80.5 78.5
71.5

36.2
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6歳以上全体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～79歳 80歳以上（%）

携帯電話 パソコン

73.9
67.963.1

48.4
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40

60

80
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携帯電話 パソコン

75.5 69.7
60.362.8

54.5

36.7
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20

40
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特別区・政令指定都市・
県庁所在地

その他の都市 町村（%）

携帯電話 パソコン
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72.2
76.2
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77.4

70.771.669.7

60.6
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24.3

0
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1000～
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携帯電話 パソコン
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（２） 情報通信機器の保有状況 （世帯） 

「携帯電話・ＰＨＳ」の世帯保有率は８６．８％、「パソコン」は７４．１％と既に大半の世帯に普

及し、最近はともに頭打ち状態。「ファクシミリ」は約５割、「カー・ナビゲーション・システム」は約

３分の１の世帯に普及した後、横ばい状態で推移。 

今回、新たに調査項目に加えた機器のうち「パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携

帯プレイヤー」は１４．３％の世帯が、「ワンセグ対応の携帯電話」は６．６％の世帯が保有。 

情報通信機器の保有率の推移（世帯） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）インターネット対応型テレビゲーム機及びインターネットに接続できるテレビは平成１３年から、インターネットに接続できる家電は

平成１４年から、ＥＴＣ車載器は平成１６年から、パソコンなどからコンテンツを自動録音できる携帯プレイヤー及びワンセグ対応携

帯電話は平成１８年からの調査項目。 

57.7

64.2

75.6

86.1

58.0

携帯電話・ＰＨＳ, 86.8

75.4

93.9

91.1

89.6

パソコン, 74.1

32.6

37.7

50.5

71.7

78.2 77.5

80.5

ファクシミリ, 50.0

31.9

34.2

40.4
41.4

50.8

53.9

52.9
50.4

カー・ナビゲーション・
システム, 34.0

9.3

11.5
16.0

17.5

23.8

30.6
33.5 33.8

10.2

17.3

ＥＴＣ車載器, 22.9

インターネット対応型
テレビゲーム機, 10.7

9.0

11.0 11.1 12.0 11.1

インターネットに接続
できる家電, 3.4

4.53.2

3.2(家電）

4.1

パソコンなどからコンテンツを
自動録音できる携帯プレイ
ヤー, 14.3

7.55.43.2

3.0
2.3

インターネットに接続
できるテレビ, 8.8

(再掲)ワンセグ対応
携帯電話, 6.0

0
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90

100

平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 平成17年末 平成18年末

（%）
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（３） ＩＰ電話の普及状況 （世帯） 

ＩＰ電話の世帯普及率は、前年から１．６ポイント増の１６．６％にとどまり、前回調査の伸び

（２．３ポイント増）よりも鈍化。ここ数年、増加率は低下傾向。 

ＩＰ電話の普及率（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  
（４） ユビキタス関連ツール※の普及率 （企業） 

ユビキタス関連ツールを導入している企業は、多い順に 「ネットワーク機能付加機器」

（１６．１％）、「非接触型ＩＣカード」（１５．３％）、「位置確認機能機器」（７．３％）、「電子タグ」

（３．４％）となり昨年と同じ順位で、全てのツールで増加。 また、今後導入予定の企業は、

昨年と同様全てのツールで１割を超えており、今後の普及に期待。 

従業者規模別では、「２０００人以上」の企業における「非接触型ＩＣカード」（５４．７％）と「ネット

ワーク機能付加機器」（４５．３％）が高率。 

ユビキタス関連ツールの普及率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※) ここでは、電子タグ（RFID タグ）、非接触型IC カード、ネットワークカメラ,センサー、携帯電話などの位置確認機能機器など、 

次世代の通信機器を備えたビジネスツールの総称を「ユビキタス関連ツール」としている。 

7.3

12.7

15.0
16 .6

0

5

10

15

20

平成15年末 平成16年末 平成17年末 平成18年末

（%）

13.5
14.8

10.5
16.1

7.3
3.4

15.6

12.0
15.6

12.9

2.8

10.9

4.5

14.7

15.3

19.3

0

10

20

30

40

17年末 18年末 17年末 18年末 17年末 18年末 17年末 18年末

①ネットワークカメラ,
 センサー等のネット 
 ワーク機能付加機器

②非接触型ICカード ③GPS、携帯電話などの
 　位置確認機能機器

④電子タグ

(%) 導入していないが、今後導入する予定がある

導入している
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ユビキタス関連ツールの普及状況（企業）（従業員規模別） 

 

① ネットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器の普及率 

 

 

 

 

 

② 非接触型ＩＣカードの普及率 

 

 

 

 

 

③ ＧＰＳ、携帯電話などの位置確認機能機器の普及率 

 

 

 

 

 

④ 電子タグの普及率    
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（５） 端末配備状況 （企業） 

企業内・企業間通信網又はインターネットに接続している端末の配備状況については、「１人

に１台以上」が４１．２％と最も多く、次いで「２人に１台」が１９．５％となっており、「２人に１台」以

上の企業は全体の６割。従業員規模が１０００人以上の企業では、「１人に１台以上」が５割超。 
 

端末配備状況（企業） 

 

 

 

 
 

端末配備状況（企業）（従業者規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
（６） 情報通信機器の保有状況 （事業所） 

「携帯電話・ＰＨＳの保有率」が７０．０％、「パソコン」が９３．４％、「ＦＡＸ」が９７．８％と高率を

維持し、昨年と同傾向。 

情報通信機器の保有状況（事業所）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(※) 昨年は携帯電話と PHS を区別して質問したが、今年から携帯電話・PHS と一つの質問項目にした。 

   なお、昨年の保有率は携帯電話が７０．４％、PHS は９．７％。

41.2

38.1

19.5

22.9

13.8

11.9

4.1

3.9

18.6

19.9

1.9

2.2
0.7

1.4
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平成17年末

1人に1台以上 2人に1台 3人に1台 4人に1台 5人以上に1台 配備していない 無回答

58.4

50.9

42.7

44.7

39.2

13.8

19.8

19.3

24.0

19.0

6.7

10.7

11.4

9.0

15.4

4.0 21.9

17.0

18.54.3

4.7

2.0

1.2

14.5
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0.5
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2.8
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（７） 電子マネーの普及状況 （世帯構成員） 

電子マネー保有率は、全体では１０．７％と約 1 割の者が保有。世代別では３０代が１９．０％

と最も多く、次いで４０代（１４．９％）、２０代（１３．９％）の順。保有している電子マネーの形態は

「ＩＣカード型」が７．６％と最も多く、次いで「携帯電話型」（３．６％）、「ネットワーク型」（０．７％）

の順。 都市規模別に見ると、「ＩＣカード型」は「携帯電話型」に比べ保有率の差が顕著。 

 

電子マネーの保有率（世帯構成員）複数回答 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

① 世代別の保有率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 都市規模別の保有率 
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（１） 家庭内ＬＡＮの構築率 （世帯） 

パソコンを２台以上保有している世帯における家庭内ＬＡＮの構築率は６６．６％であり、前年

から９．６ポイント増加。 

家庭内ＬＡＮの接続方法を見ると、「有線のみ」が最も多いが、伸び率を見ると１．６ポイント増

にとどまっており、ここ数年は微増。一方、「無線のみ」は４．９ポイント増、「両方」は３．１ポイン

ト増と、無線を含む接続方法の伸び率が大。 

 
家庭内ＬＡＮの構築率の推移（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

４ ネットワークの構築状況 

3.3

8.1

11.6

14.7

9.9

15.5

16.3

21.230.7

29.1

28.4

27.4 40.6

52.0

57.0

66.6
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平成16年末
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平成18年末

（%）

両方 有線のみ 無線のみ 合計
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（２） 企業内通信網の構築状況 （企業） 

企業内通信網を構築している企業は全体で８９．２％。最近はほぼ横ばい状態で推移してい

るが、「全社的に構築している割合」では７３．５％と昨年より２．９ポイント増。 

従業者規模別で見ると、「全社的に構築している」割合は、「１００～２９９人」で４．２ポイント

増、「３００～４９９人」で４．５ポイント増と規模の小さい企業が増えており、全体の底上げに寄

与。 
 

企業内通信網の構築率の推移（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業内通信網の構築率（企業）（従業者規模別） 
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（３） 企業間通信網の構築状況 （企業） 

企業間通信網を構築している企業は６０．６％であり、企業内通信網と同様、横ばい状態。 

また、「２０００人以上」（８２．９％）、と「１００～２９９人」（５８．０％）では２４．９ポイントもの差

があり、企業規模による構築率の差が顕著。 
 

企業間通信網の構築率の推移（企業）（従業者規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 企業通信網に使用する通信サービスの種類 （企業） 

「ＩＰ－ＶＰＮ」が最も多く２７．５％、次いで「広域イーサネット」（２５．９％）、「インターネットＶＰ

Ｎ」（２５．７％）の順であるが、この上位３種類の通信サービスの差は１．８ポイントと拮抗。   
企業通信網に使用する通信サービス（企業） 
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フレームリレー, 0.8

セルリレー, 0.1

その他, 1.1

分からない, 3.0

無回答, 1.8
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（１） インターネット利用で感じる不安 （世帯） 

インターネットを利用している世帯で「特に不安は感じない」は１５．２％にとどまり、インターネ

ット利用世帯の多くは、何らかの不安や脅威を感じながら利用。 

感じている不安の内容としては、「ウィルスの感染が心配である」が６６．８％と最も多く、次い

で「個人情報の保護に不安がある」（６６．６％）、「どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不

明」（５７．３％）の順。 

インターネット利用上の不安の有無（世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５ 安全・安心への取組状況 

平成18年末

無回答
21.0%

不安を感じている
15.5%

セキュリティ脅威への対策を行って
いるが、不十分であり、少し不安を
感じている
26.3%

特に不安は感じない
15.2%

セキュリティ脅威はあるが、対策を
行っておりそれほど不安は感じてい
ない
22.0%

66.8

66.6

57.3

39.5

30.8

28.2

15.4

7.4

7.0

1.4

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ウィルスの感染が心配である

個人情報の保護に不安がある

どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明

電子的決済手段の信頼性に不安がある

セキュリティ脅威が難解で具体的に理解できない

違法・有害情報が氾濫している

認証技術の信頼性に不安がある  

送信した電子メールが届くかどうかわからない

知的財産の保護に不安がある

その他

無回答

（%）
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（２） 個人情報保護対策の実施状況 （世帯） 

不安感の高まりを反映して、何らかの個人情報保護対策を実施している割合は５９．０％と、

前年よりも大幅に増加。対策として最も多いのは、「掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載し

ない」（３８．４％）、「軽率にウェブサイトからダウンロードしない」（３２．１％）、「懸賞等のサイト

の利用を控える」（２３．６％）、「クレジットカード番号の入力を控える」（２３．５％）で、いずれも前

年より実施率が上昇。 

 
 

個人情報保護対策の実施状況（世帯）（複数回答） 

 
 
 
 
 

2.5

33.9

38.4

32.1

23.6

16.1

20.6

18.1

9.6

49.4

31.9

24.2

21.8

16.7

59.0

23.5

1.9

20.4

0 10 20 30 40 50 60 70

何らかの対策を実施

掲示板などのウェブ上に個人情報を掲載しない

軽率にウェブサイトからダウンロードしない

懸賞等のサイトの利用を控える

クレジットカード番号の入力を控える

スパイウェア対策ソフトを利用

その他の対策

何も行っていない

無回答

（%）

平成17年末

平成18年末
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（３） 情報通信ネットワーク利用上の問題点 （企業） 

企業通信網、インターネットなどの情報通信ネットワークの利用上の問題点として、「セキュリ

ティ対策の確立が困難」が６９．７％と最多。次に「ウィルス感染に不安」が６５．９％と、前年同様

に「セキュリティ関連」が上位を占め、また「従業員の意識」、「運用・管理の人材が不足」など、人

材面の問題を挙げる企業も多数。 

なお、上位１０項目の順位は昨年と同一であるが、「ウィルス感染に不安」、「運用・管理の人

材が不足」、「運用管理の費用が増大」が昨年と比べ、いずれも４ポイント以上の増加。 
 

情報通信ネットワーク利用上の問題点（企業）（複数回答） 

 
 

5.5

2.3

3.7

1.5

4.8

5.4

10.7

14.5

17.9

69.7

65.9

48.0

41.1

34.6

24.8

14.5

14.4

11.5

8.3

5.2

4.1

1.0

3.0

1.1

11.5

68.2

61.3

47.4

36.3

29.8

23.3

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

無回答

特に問題点なし

その他

認証技術の信頼性に不安

電子的決済の信頼性に不安

著作権等知的財産の保護に不安

通信速度が遅い

導入成果を得ることが困難

通信料金が高い

導入成果の定量的把握が困難

障害時の復旧作業が困難

運用・管理の費用が増大

運用・管理の人材が不足

従業員のセキュリティ意識が低い

ウィルス感染に不安

セキュリティ対策の確立が困難

（％）

平成17年末

平成18年末
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（４） 個人情報保護法対策の実施状況 （企業） 

企業通信網やインターネットなどの情報通信ネットワーク利用企業のうち何らかの個人情報

保護対策を実施している企業は７８．８％と前年より５．６ポイント増。 

また、従業員規模では３００人以上の企業では８割を超え、「１００～２９９人」の企業でも昨年

より６．５ポイント増えて７５．２％。 

主な対策は、前年と同様に「社内教育の充実」（４７．２％）が最も多く、次いで「個人情報保護

管理責任者の設置」（４２．７％）、「プライバシーポリシーの策定」（３２．６％）、「必要な個人情報

の絞り込み」（２７．９％）の順で、いずれも前年より増加。 
 

従業者規模別の個人情報保護対策の実施率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護対策の実施状況（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73.2
68.7

84.3

76.0

89.6 92.5

75.2

85.4
90.0

95.4
88.8

78.8

87.9 87.8

0

20

40

60

80

100

全体 100～
299人

300人以上計 300～
499人

500～
999人

1000～
1999人

2000人以上（％）

平成17年末 平成18年末

18.6

7.7

22.0

27.9

32.6

42.7

47.2

78.8

4.6

4.2

18.0

8.7

7.0

5.8

27.8

29.7

41.4

45.7

73.2

2.1

7.4

7.6

0.5

20.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

無回答

分からない

特に実施していない

(その他の対策)

(外注先の選定要件の強化)

(プライバシーマーク制度の取得)

(システムや体制の再構築)

(必要な個人情報の絞り込み)

(プライバシーポリシーの策定)

(個人情報保護管理責任者の設置)

（社内教育の充実)

何らかの対策を実施

（％）

平成17年末

平成18年末
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（５） 情報戦略統括役員（ＣＩＯ※）の設置状況 （企業） 

「専任でいる」ＣＩＯを設置している企業は２．１％と非常に少ないが、兼任も含めると２１．６％と

２割以上で前年末と比べ５．６ポイントの増加。 また、今後設置予定ありの企業も含めると３割

超。 

 

 

情報戦略統括役員（ＣＩＯ）の設置状況の推移（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※) ＣＩＯとは、情報通信戦略と経営戦略を調整・統括する役員（Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ） 

 

 

 

17.2

12.5

12.1

12.1

10.6

6.0

8.7

65.7

72.4

62.2

68.9

2.0

1.9

2.5

2.1

1.5

2.3

2.0

1.4

9.3

2.2

5.6

13.1

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年末

平成17年末

平成16年末

平成15年末

専任でいる 兼任（業務の大半）でいる 兼任（業務の一部）でいる

いない（設置予定あり） いない（設置予定なし） 無回答



  24

 
  
（１） ビジネスブログ、ＳＮＳの開設率 （企業） 

全体では４．４％と、既に２０社に１社近くがビジネスブログやＳＮＳを開設しており、「Ｗｅｂ

２．０」の特色である「利用者参加」が可能な消費者発信型メディアを企業活動に利用する動き

が顕在化。従業者規模が「２０００人以上」の大企業では９．９％と、１０社に１社が開設。 
 

ビジネスブログ、ＳＮＳの開設率（企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（２） インターネットを利用した広告の実施状況 （企業） 

インターネットを利用した広告は、全体で２７．９％と約３割の企業が実施。 

また、従業員規模が大きいほど実施割合が高く、「２０００人以上」の企業では４７．３％と約半

数が実施。行った広告の種類では、個々の消費者のニーズにターゲットを絞ることのできる「検

索連動型」が４２．０％と最も多く、次いで「電子メール（メールマガジン含む）」（３９．２％）、「専

門ポータルサイト」（２０．０％）の順。  

インターネット広告の実施率（従業者規模別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 企業におけるＩＣＴ利用の進展状況 

4.4 4.0
5.4

3.3

5.9 6.1

9.9

0

2

4

6

8

10

全体 100～
299人

300人以上計 300～
499人

500～
999人

1000～
1999人

2000人以上計
（％）

27.9 26.2
32.3

26.7
32.1

36.9

47.3

0

10

20

30

40

50

全体 100～
299人

300人以上計 300～
499人

500～
999人

1000～
1999人

2000人以上計（％）
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実施したインターネット広告の種類（企業）（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

実施したインターネット広告の種類（企業）（従業者規模、種類別）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15.7

42.0

4.6

6.0

39.2

20.0

18.2

0.1

0 10 20 30 40 50

その他

リコメンデーション

アフィリエイト

コンテンツ連動型

バナー

専門ポ－タルサイト

電子メール(メールマガジンも含む)

検索連動型

（％）

41.0

35.8

55.5

37.4

49.5

27.7

53.1

58.2

5.9
4.0

9.4

6.4

40.5

35.1

24.4

17.014.7

12.6

15.6

39.4

27.9

12.2

23.1

16.3

33.8

25.1

21.2

19.918.5

9.810.6

2.4
0.9

4.7

0.00.0 0.61.10.1

2.1

0

10

20

30

40

50

60

70

100～299人 300～499人 500～999人 1000～1999人 2000人以上計（％）

検索
連動型

コンテンツ
連動型

バナー 電子メール
(メールマガ
ジンも含む)

専門ポ－タ
ルサイト

アフィリ
エイト

リコメン
デーション

その他
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（３） 情報化投資※の実施状況 （企業） 

過去３年間に情報化投資を行った企業は、全体では４６．７％。 

これを従業者規模別でみると、「５００人～９９９人」を除けば規模が大きくなるほど実施割合

が増大し、規模による差が顕著。 

 

情報化投資の実施状況（企業）（従業者規模別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(※) ここでの情報化投資とは、情報通信ネットワーク、ユビキタス関連ツール、インターネットの機能・サービス（例：ブログ、ＳＮＳ）

への投資をいう。 

54.1

64.0

74.0

46.7
43.7

50.8
48.8

53.0

45.5
51.1

56.0

35.7

24.0

49.0

0

20

40

60

80

100

全体 100～
299人

300人以上計 300～
499人

500～
999人

1000～
1999人

2000人以上計（％）

行った 行わなかった
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（４） 情報化投資における効果の程度 （企業） 

各項目の「効果あり（効果高、効果中、効果低）」を比べると、「商品又はサービスの質の向上」

が最多の４９．６％、以下「商品又はサービスの範囲の拡大」（４３．３％）、「生産又は販売方法

の多様化」（３９．７％）、「新しい商品又はサービスの開発」（３８．２％）の順。 

また、「効果あり」の内訳をみると、「効果高」は「生産能力の拡大」の５．４％が最も高く、次い

で「生産又は販売方法の多様化」（４．６％）、「商品又はサービスの質の向上」（４．３％）の順。 
 
 

情報化投資における効果の程度（企業） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

21.4

21.7

16.2

17.7

16.2

13.7

12.5

10.2

23.9

18.1

18.9

16.8

17.1

17.8

12.1

14.3

21.4

27.4

27.8

29.3

26.1

33.0

33.6

35.3

20.2

20.7

21.0

22.4

26.2

23.9

26.2

27.6

8.8

8.6

11.4

9.6

9.2

10.2

9.6

10.8

1.6

5.4

1.3

2.8

4.6

3.7

3.5

4.3

0.2

0.5

0.0

2.4

0.4

0.1

0.0

0.0

効果あり, 26.1

効果あり, 30.0

効果あり, 32.8

効果あり, 36.1

効果あり, 38.2

効果あり, 43.3

効果あり, 49.6

効果あり, 39.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

商品又はサービスの質の向上

商品又はサービスの範囲の拡大 

生産又は販売方法の多様化

新しい商品又はサービスの開発 

生産単位当たりの
労働コストの削減

市場及び市場シェアの拡大

生産能力の拡大

生産単位当たりの
調達コストの削減

（％）

効果高 効果中 効果低 効果なし マイナスの効果 分からない 無回答 効果あり


